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名称：「ゴルフボール」事件 

審決取消請求事件 

知的財産高等裁判所：平成２８年（行ケ）第１０１００号 判決日：平成２９年２月８日 

判決：審決取消 

特許法２９条２項 

キーワード：阻害要因 

判決文：http://www.courts.go.jp/app/files/hanrei_jp/501/086501_hanrei.pdf 

 

［概要］ 

 特許請求の範囲に記載された語句の記載内容が、当該特許請求の範囲の記載自体から一義的

に明らかでない場合に、明細書の記載や技術的意義に鑑みて解釈された事例。 

 複数の文献を組み合わせることに阻害要因があるとして、進歩性がないとする主張を退けた

事例。 

 

［事件の経緯］ 

 被告は、特許第３９２４４６７号（以下、「本件特許」）の特許権者である。 

 原告が、本件特許を無効とする無効審判（無効２０１０－８００２００号）を請求し、被告

が訂正を請求したところ、特許庁が、訂正を認めず本件特許を無効とする審決をした。 

 被告は、上記審決の取り消しを求める訴訟（知財高裁平成２４年（行ケ）第１００３４号）

を提起するとともに、本件特許についての訂正審判請求（訂正２０１２－３９００４７号）を

したため、知財高裁は上記審決を取り消す決定をした。 

 被告は、その後本件特許についての訂正を請求し、特許庁は本件訂正を認めた上で無効審判

請求を不成立とする審決をし、同審決は確定した。 

 原告は、本件特許の請求項１～８に記載された発明を無効とする無効審判（無効２０１４－

８００００７号）を請求したところ、特許庁は、同無効審判請求を不成立とする審決をしたた

め、原告は、その取り消しを求める訴訟（知財高裁平成２６年（行ケ）第１０２１９号）を提

起した。知財高裁は、上記審決を取り消す旨の判決をした。その後、特許庁は更に審理を行っ

た結果、上記無効審判を不成立とする審決をしたため、原告は、その取り消しを求める訴訟（本

件）を提起した。 

 知財高裁は、原告の請求を棄却した。 

 

［本件発明］ 

【請求項１】 

 表面を有し、４．０６ｃｍ～４．３２ｃｍ（１．６０ｉｎ～１．７０ｉｎ）の範囲の直径を

有する内側球体と、 

 前記内側球体の表面から延びる格子構造であって、該格子構造は複数の相互に連結した格子

部材からなり、各格子部材は、第１の凹部分と第２の凹部分と、前記第１の凹部分と第２の凹

部分の間に設けられた凸部分を有する曲線の断面を持ち、前記凸部分は頂部を有し、前記格子

部材の底部から前記頂部までの距離が０．０１２７ｃｍ～０．０２５４ｃｍ（０．００５ｉｎ

～０．０１０ｉｎ）の範囲であり、 

 前記第１の凹部分と第２の凹部分は０．３８ｃｍ～０．５１ｃｍ（０．１５０ｉｎ～０．２

００ｉｎ）の範囲の曲率半径を持ち、前記凸部分は０．０７ｃｍ（０．０２７５ｉｎ）～０．

０８８９ｃｍ（０．０３５０ｉｎ）の曲率半径を持ち、 

 前記相互に連結された格子部材の頂部はゴルフボールの最外部であり、 

 前記複数の格子部材は互いに辺を共有して連結された複数の６角形状の領域と、複数の５角

形状の領域とを形成し、前記複数の５角形状の領域は前記複数の６角形状の領域の一部と互い

に辺を共有して連結されている、 
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 ディンプルを伴わないゴルフボール。  

 

［審決の要旨］ 

 本件発明１は、米国特許第４９９１８５２号明細書（甲１）記載の発明（以下「甲１発明」

という。）と特開昭５８－２５１８０号公報（甲２）記載の事項及び周知事項に基づいて当業者

が容易に想到し得たものとはいえない。  

 本件発明１は、特開平７－２８９６６２号公報（甲１０）記載の発明と甲２公報記載の事項

及び周知事項に基づいて当業者が容易に想到し得たものとはいえない。  

 本件発明２ないし８は、本件発明１を引用するものであるから、本件発明１と同様に当業者

が容易に発明することができたものとはいえない。  

 本件請求項１ないし８の記載は明確であるから、本件特許に明確性要件違反はない。 

 

［取消事由］ 

１．本件発明１について、甲１発明に基づく進歩性判断（相違点２に係る容易想到性判断）の

誤り（取消事由１） 

２．本件発明１について、甲１０発明に基づく進歩性判断（相違点ロに係る容易想到性判断）

の誤り（取消事由２）  

３．本件発明２ないし８について、甲１発明又は甲１０発明に基づく進歩性判断の誤り（取消

事由３） 

※以下、取消事由１についてのみ記載する。 

 

［原告の主張］ 

１．本件発明１の上記構成は、「凸部分は０．０７ｃｍ（０．０２７５ｉｎ）～０．０８８９ｃ

ｍ（０．０３５０ｉｎ）の曲率半径を持ち」というものであって、「凸部分の曲率半径は０．０

７ｃｍ（０．０２７５ｉｎ）～０．０８８９ｃｍ（０．０３５０ｉｎ）の範囲にある」という

ものではない。「…の範囲にある」との文言であれば、…の範囲を外れる部分があるものを含ま

ないと解釈するのが自然であるが、「…を持ち」との文言は、…を持ち、かつ…以外も持つもの

を含むと解釈するのが自然である。したがって、本件発明１の「凸部分は０．０７ｃｍ（０．

０２７５ｉｎ）～０．０８８９ｃｍ（０．０３５０ｉｎ）の曲率半径を持ち」との構成は、凸

部分の頂部に相当する部分に限らず、凸部分のうちのいずれかの部分における曲率半径が上記

数値範囲を満たせば足りるものである。 

 

２．仮に、本件発明１の「凸部分は０．０７ｃｍ（０．０２７５ｉｎ）～０．０８８９ｃｍ（０．

０３５０ｉｎ）の曲率半径を持ち」との構成について、凸部分の頂部における曲率半径が上記

数値範囲にあることを意味するとの解釈を採ったとしても、当該構成は、甲３、４、８及び９

の記載事項に加え、甲１０、１６及び１７の記載事項を適用することにより、当業者が容易に

想到し得たものである。 

 

［裁判所の判断］（筆者にて適宜抜粋） 

１．『ア 本件発明１の「凸部分は０．０７ｃｍ（０．０２７５ｉｎ）～０．０８８９ｃｍ（０．

０３５０ｉｎ）の曲率半径を持ち」の意義について 

 (ア) 本件請求項１の記載によれば、本件発明１の「凸部分は０．０７ｃｍ（０．０２７５

ｉｎ）～０．０８８９ｃｍ（０．０３５０ｉｎ）の曲率半径を持ち」との構成は、ゴルフボー

ルの「表面から延びる格子構造」を成す「格子部材」について、「第１の凹部分と第２の凹部分

の間に設けられた」「頂部を有」する部分である「凸部分」の「曲線の断面」が、上記数値範囲

の曲率半径を有することを特定するものといえるところ、その断面が上記数値範囲の曲率半径

を有すべき「凸部分」の範囲（頂部に相当する部分か、頂部を含まない部分でも足りるか。）に



（業）ユニアス国際特許事務所  

 

ついては、本件請求項１の記載自体から一義的に明らかであるとはいえない。 

 そこで、この点については、本件明細書の記載を考慮して解釈する必要がある。』 

 『(イ) まず、本件明細書において、凸部分に求められる曲率半径の数値について述べた記

載としては、段落【００５２】に、・・・（略）・・・との記載があり、他にこの点に言及する記

載はない。しかるところ、段落【００５２】の上記記載及び同記載に係る図８によれば、凸面

部５６の頂部を含む湾曲面について、本件請求項１と同一の「０．０２７５から０．０３５０

インチの範囲」の曲率半径とするものとされている。』 

 『(ウ) また、以下に述べるような本件明細書の記載を総合すれば、本件発明１において凸

部分の曲率半径を上記数値範囲と特定することには、次のような技術的意義があることが理解

できる。・・・（略）・・・』 

 『以上のような本件発明１の技術的意義に係る理解及び本件明細書の前記(イ)の記載を前提

とすれば、本件発明１において、その断面が上記数値範囲の曲率半径を有すべき「凸部分」と

は、ゴルフボールの外側球体のランド領域を画定する頂部に相当する部分であると解するのが

相当である。』 

 『しかし、甲８及び９記載のゴルフボールにおいて、本件発明１の「第１の凹部分と第２の

凹部分の間に設けられた凸部分」に相当する部位は、上記丸みづけられた上縁部（上縁辺部）

から周縁（周辺）１４を経て隣接するディンプル（凹み）２０の上縁部（上縁辺部）に至る部

位であり、このうち、本件発明１における「ゴルフボールの最外部」である「頂部」に相当す

る部位は、上記上縁部（上縁辺部）ではなく、ゴルフボールの周縁（周辺）１４上にあるもの

といえる（甲８の第２図及び第３図、甲９の第２図及び第３図参照）。そして、当該周縁（周辺）

１４の曲率半径がゴルフボールの半径に等しいものであることは明らかである。』 

 『そうすると、前記ア(オ)のとおりの解釈を前提とする限り、甲８及び９には、本件発明１

の「凸部分は０．０７ｃｍ（０．０２７５ｉｎ）～０．０８８９ｃｍ（０．０３５０ｉｎ）の

曲率半径を持ち」との構成についての記載はないものというほかない。』 

 

２．『しかしながら、甲３、４、８及び９に開示された「上縁辺部に丸みをつける技術」（更に、

甲８及び９に開示された「丸みづけられた上縁辺部の曲率半径を約０．０２０～０．０８０イ

ンチ（０．５０８～２．０３２ｍｍ）の範囲とする技術」）は、いずれもゴルフボールの表面に

ディンプルとランドが存在し、ランドの両端にディンプルに続く端縁である上縁辺部がそれぞ

れ存在することを前提に、これらの上縁辺部に丸みをつけるという技術であるのに対し、甲１

０、１６及び１７に開示された「ランドの幅をゼロにする技術」は、ゴルフボール表面のラン

ドの領域をゼロにする技術であり、必然的にランドの両端の上縁辺部をなくすこととなるもの

であるから、甲１０、１６及び１７に開示された技術は、ランドの両端に上縁辺部が存在する

ことを前提とする甲３、４、８及び９に開示の技術とは相容れないものというほかない。』 

 『してみると、甲１発明に、甲３、４、８及び９に開示された「上縁辺部に丸みをつける技

術」等を適用することまでは可能であるとしても、これに対して更に甲１０、１６及び１７に

開示された「ランドの幅をゼロにする技術」まで適用することには阻害要因があるというべき

であって、当業者が容易に想到し得たこととはいえないから、原告の上記主張には理由がない。』 

 

［コメント］ 

 請求項に記載の「…の曲率半径を持ち」という用語の記載を、明細書の記載を参酌して発明

の目的や技術的意義を認定した上で解釈している点、及び、引用文献の組み合わせに際して阻

害要因があることから容易に想到し得ないと判断した点につき、裁判所の判断は妥当である。 

 原告の主張にはやや強引な点が否めない。 

以上 

（担当弁理士：佐伯 直人） 


